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案小売 マ ー ジ ン 22% 2
5%以上アフターサービス料 2%
奨 励 金 1%合 計 25%以下 30%
以上メーカ一案 仝ラ達案
小売 マ ー ジ ン 20% 25%以上



























面 積 1953年 19
57年6坪以下 75%
20%6-1
0坪 20% 40%10-2 5 3


















































































































































































































































項 目 費 用
機 動 力 1.67
億円店 舗 改 装 2.
48億円看 板
0.3億円協 力 感 謝 金 0.84 (年間)
合 計 5.29億円
販 売 店 助 成 0.4億


















































































































































































































































































































































































































































38 調査と研究 第17号 (1999.4)
第5a表
Q,共栄券制度の特典を意識の上,一定の返送点数を目標にして当社製品の仕入,販売に努めているか｡
努めている 特典は意識するが,そのため販売を伸ばそうとまでは考えない 特典も意識きず販売と結びつかぬ その他(含む不明
) 計1,000店以下 14.6% 73.2% 1
2.2% 100%1万点未満 13.0% 39.1% 4
5.7% 2.2% 100%1万点以上 46.9% 42.
9% 10.2% 100%第5b表Q.裸仕切り
の換算に際し,共栄券の特典も計算に入れているか｡概ね全製品を通 大物は計算に入れるが 大物,小物とも計算 不 明
計じて計算に入れている 小物は換算しない に入れない1,000店以下 4.9% 9.8% 70.7% 14.6%
100%1万点未満 6.5% 6.5% 67.4% 19.6%
100%1万点以上 16.3% 18.4% 57.1% 8.2%
100%第5C表Q.共栄券1点につき諸特典を総合して何円ぐらいの価値があるものと評価しているか｡
1円 2円 3円 4円 5円 不明1,000店以下 2.4% 4.4% 17.1% 56.1%
1万点未満 54.3% 17.4% 2.2% 26.
1%1万点以上 18.4% 36.7% 20.4% 10.2%
















制 度 名 対 象 内 容 担当部署 63年下期経費(百万円) 64年上期経費(百万円)
開始時期ショップ報奨金 ショップ全店 販売,回収,専売率に関する要望書を作成,その達成率に応じて支払う○ 商務部助成課 410
494 61年上期ショップ継続契約金 契 約 店 10年間ショップを継続すれば契約時の月商の50%を支払うo (1968年下期適用率41%) 商務部助
成課 107 123 61年下期ショップ定期保険 専売率.協力度 の 高 いショップ店主 店主の生命保険o受取額500万円までの保険の掛け金を負担するo(1968年下期適用率
48%) 商務部助成課 0 23 62年上期マンモス対策費 マンモス店 市販額の0.1%を
割り当てる○ 商務部販売推進課 75 92 62年上期ショップ特別融資 有力ショップ店 倉庫,支店等の建設に対す融資050万-300万円o 助成課
63年上期ショップ子女入学祝 ショップ全店 商務部助成課
0 2 61年上期ショップ中元歳暮 ショップ全店 商務部助成課 3 4
58年下期ショップ機動力援助 ショップ全店 1/3援助,2/3融資o 販売助成部 93 109
58年上期ショップ店舗改装助成 ショップ全店 50万円まで援助,
それ以上は融資o 販売助成部 42 38 58年上期ショップ名板 ショップ全店 無償贈呈 3
0 32 58年上期ショップビラ.アドサービス ショップ全店 無償贈呈01店1セット,ビラは2-3千枚○ 販売助成部 49 55
58年上期ショップ誌 ショップ全店及び店会店 店会加盟店に配布 普及部 17
19ショップ研修会 ショップ全店 店主夫妻対象 販売研









ことがわかる｡ 店舗改装や車両購入はすでに一段落 つきその費用は減少している｡ 技術指導や商品知識取得のための
講習会,パンフレット等にかかる費用は他の支援
内容にかかる費用とくらべて大きくない｡そし
て,ショップ店の中でも特に仕入額の大きい有
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器のショップ政策は連盟店の中でも仕入額の大
きい有力店を対象に展開された｡
しかし,実際にはしばしば仕入額がそれほど
大きくない連盟店がショップ店に混ざることに
なった｡そのため,ショップ制度の運営方法が
見直され,リベー ト算出基準は専売率だけでな
く,専売率と仕入額と仕入伸び率を組み合わせ
たものになっていった｡このような基準を用い
ることによって専売のショップ店だけでなく,
専売率は低くとも有力連盟店に対してはインセ
ンティブを与えていたのである｡ これは,専売
辛,仕入額ともに大きなショップ店の数が十分
ではなく,彼らだけでは,市場シェアを拡大ま
たは維持できなかったからである｡ こうした政
策が,後の混売マンモス店と呼ばれる大型家電
専門店を成長させることになったと言える｡
商品情報の提供や技術指導などの援助も当然
のことながらショップ店に対してだけ行われた
わけではない｡説得的販売を小売店に実践させ
るためには,専売店であろうと併売店であろう
と製品や技術に関する知識を取得させる必要が
あった｡
第Ⅱ節で検討 した外部性の議論では,メー
カーは小売店に対するこうした援助投資の所有
権を確保しようとして専売店制を採用するとさ
れていた｡しかし,松下電器の小売店に対する
援助は完全専売を必ずしも前提としておらず,
外部性の回避は援助投資の大きな問題とはなっ
ていない｡専売店制の採用には外部性の回避以
外の要因が存在したと考えられるのである｡
また,援助が松下電器とショップ店の間の特
定的資産-の投資であれば,ショップ店の入れ
替えは松下電器にとって投資の損失となる｡し
かし,松下電器のショップ政策では,ショップ
店加盟後に成績が伸びない店はショップ店資格
を剥奪される可能性すらあったし,ショップ店
資格を剥奪されたからといって松下電器との取
引が完全に終結されるわけではない｡したがっ
て,松下電器のショップ店,つまり専売店に村
する援助が松下系列からの離脱によって,松下
電器が行った援助投資の価値が著しく下がると
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は言いがたい｡投資は,専売店である限りにお
いて有効なのではない｡
では,専売店制はショップ政策全体のなかで
いかなる意味を持っていたのか｡
選択的流通経路政策を採用しさえすれば,限
定された数の小売店に集中的に販売促進投資を
することが可能になり,メーカーの販売促進投
資の効率は高まる｡ また,選択的流通経路政策
の採用によって,モニタリングのコストを下げ
ることができるので,メーカーの販促投資の効
率は高まるし,小売価格の監視も容易になり正
常販売は実現できる｡ それにもかかわらず,松
下電器が専売店制を指向した要因は何であった
か｡
まず,第Ⅲ節の1950年後半の状況を思い出し
てほしい｡
1950年代後半,小売業者は正価販売の崩壊に
よって利益の減少に苦しんでいた｡小売業者は,
自店で月賦販売を行ったり,修理技術の向上に
努めたり,サービス水準の向上によって価格競
争を回避しようとしていた｡松下電器はこうし
た価格水準の維持に努力する小売業者に重点的
に援助を与えることによって,小売店に非価格
面での競争能力をつけさせ,小売価格を維持し
ようとした｡
しかし,当時の状況では,価格維持と同時に
急速に販売量を伸ばしていかなければならな
かった｡そのためには,単に小売業者を選別す
るだけではなく,かれら1店当たりの仕入額を
上昇させる必要があった｡その手段として,小
売業者の商品仕入 ･在庫資金をすべて松下電器
製品に向けさせなければならない｡松下電器の
専売店制とは,他メーカーとの市場シェア獲得
競争のため,またショップ店の非価格競争能力
育成のため,販売促進費用を松下電器が負担す
るかわりに,ショップ店の自己資金はすべて商
品仕入にあてさせるというものであった｡松下
電器は,ショップ店選定基準として専売度だけ
でなく,経営内容や販売力を含め,ショップ店
に対しては強力なプッシュ体制をとろうとした
のである｡
小売店専売化におけるインセンティブ ･システム
ショップ店は松下電器との取引に特定的な資
産への投資はほとん ど行っていなかった｡
ショップ店には松下電器系列にとどまらざるを
得ないような退出障壁は存在していなかった｡
逆に,メーカー間の有力小売店獲得競争のため
に,有力ショップ店であるほど松下電器系列か
ら離脱することは容易であった｡
ⅤⅠ 結 語
本稿の松下電器の事例では,外部性の回避は
小売店専売制の決定的な根拠とは考えられない｡
確かに,本稿でも外部性の回避がメーカーの小
売店に対する援助を円滑にするという側面を確
認できた｡小売店の店舗改装に対する援助は専
売小売店発足後の方が順調に進んだという事実
がそれである｡ 外部性の回避がメーカーの援助
をより円滑にするという主張は正当性があるよ
うである｡
しかし,外部性の回避はメーカー側が専売店
制を採用する根拠の一部にすぎない｡本稿の前
半で示したとおり,専売店制が採用された背景
には小売業者側からの流通秩序の回復という強
い要望があった｡小売業者は,メーカーが自社
製品流通過程を責任をもって監督することを求
めたのである｡
1950年代後半,消費者に対 して小売業者は
サービスの充実によって,安売り店と差別化し
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ようとした｡松下電器がショップ店に対して与
えたインセンティブは,主にボーナスとサービ
ス能力向上のための援助である｡ 前者は小売店
に対する仕入促進策であり,後者は販売店助成
である｡
これらのインセンティブが特定の取引関係に
サンク (sunk)してしまうという性質を強 く
帯びているとは言えない｡ボーナスはもちろん,
販売店助成もまた助成を通じて得られるノウハ
ウも他の小売店との取引に転用できないもので
はない｡
また,ショップ店側も松下電器との取引関係
に特定的な資産-の投資は行っていなかった｡
ショップ店にとっても松下電器との取引関係の
中で得た様々な技術や知識が他メーカーとの取
引でも十分活用しうるものであると言える｡だ
からこそ,松下電器は有力ショップ店に対する
援助を拡大せざる得なかったのである｡
松下電器のショップ政策において,専売店制
は価格維持とシェア拡大を同時に追求するため
に,ショップ店の資金をコントロールすること
を目的としていた｡販売促進資金を松下電器が
負担し,ショップ店にはその資金の限界まで商
品をプッシュした｡高度成長期における松下電
器のインセンティブ･システムは,こうした
ショップ店政策を維持し強化するためのもので
あった｡
